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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第96期
第３四半期
連結累計期間

第97期
第３四半期
連結累計期間

第96期
第３四半期
連結会計期間

第97期
第３四半期
連結会計期間

第96期

会計期間

自  平成21年 自  平成22年 自  平成21年 自  平成22年 自  平成21年
４月１日 ４月１日 10月１日 10月１日 ４月１日

至  平成21年至  平成22年至  平成21年至  平成22年至  平成22年
12月31日 12月31日 12月31日 12月31日 ３月31日

売上高 (百万円) 57,123 61,149 20,098 21,180 76,445

経常利益 (百万円) 2,800 3,563 1,262 1,346 3,560

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,701 2,154 774 876 2,077

純資産額 (百万円) ─ ─ 35,606 37,451 36,212

総資産額 (百万円) ─ ─ 88,749 88,847 88,546

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 532.56 562.03 541.70

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 26.20 33.20 11.92 13.53 31.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 39.0 41.0 39.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,205 1,768 ─ ─ 5,063

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,502 △1,040 ─ ─ △3,108

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,124 △1,551 ─ ─ △1,814

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 10,307 10,028 10,877

従業員数 (名) ─ ─ 2,072 2,003 2,032

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４  従業員数は、就業人員数を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

                                                    平成22年12月31日現在

従業員数(名) 2,003（868）

(注) １  従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

３  臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

　

(2) 提出会社の状況

                                                    平成22年12月31日現在

従業員数(名) 664

(注) １  従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２  臨時従業員数は僅少のため記載しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) セグメント別営業概況

①総合物流事業

最近における倉庫保管貨物入出庫高ならびに期末保管残高を示せば次のとおりであります。
　

期間

入庫高 出庫高 期末保管残高

トン数
(トン)

金額
(百万円)

トン数
(トン)

金額
(百万円)

トン数
(トン)

金額
(百万円)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

853,863251,792872,141249,229417,379114,392

前年同四半期増減比(％) 3.8 2.3 9.0 △0.1 △6.1 16.0

 

保管貨物残高を品目別に示せば次のとおりであります。
　

品目
(平成22年12月31日現在)

トン数(トン)
前年同四半期増減比

(％)
金額(百万円)

前年同四半期増減比
(％)

農水産品 33,132 △19.0 7,092 11.9

金属 7,837 38.5 1,893 47.7

金属製品・機械 28,343 15.9 8,842 △1.4

窯業品 1,888 110.0 223 115.5

化学工業品 202,035 1.9 56,757 7.1

紙・パルプ 6,125 18.0 3,752 19.2

繊維工業品 4,959 △2.2 2,749 2.7

食料工業品 25,866 4.7 6,168 △7.4

雑工業品 24,870 9.0 19,172 101.0

雑品 82,324 △29.4 7,738 12.1

合計 417,379 △6.1 114,392 16.0

　

港湾運送業の最近の貨物取扱高を示せば次のとおりであります。

　

期間 船内荷役(トン)
前年同四半期増減比

(％)

沿岸荷役
（内  輸出貨物）

(トン)

前年同四半期増減比
(％)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

3,179,417 11.9
1,332,575
(454,203)

11.7
(4.6)

　

貨物自動車運送業および鉄道利用運送業の最近の貨物取扱高を示せば次のとおりであります。

　

期間
貨物自動車運送業

(トン)
前年同四半期増減比

(％)
鉄道利用運送業
(トン)

前年同四半期増減比
(％)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

1,949,689 △0.3 92,671 8.3

　
②その他

    保険代理店の契約実績を示せば次のとおりであります。
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期間 契約件数(件)
前年同四半期増減比

(％)
契約保険金額(千円)

前年同四半期増減比
(％)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

695 1.6 56,942 △2.5

　

    ゴルフ場の入場者数を示せば次のとおりであります。

　

期間 メンバー(人)
前年同四半期増減比

(％)
ビジター(人)

前年同四半期増減比
(％)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

3,086 △4.6 7,752 △5.9

　

    自動車整備台数を示せば次のとおりであります。

　

期間 車検台数(件) 前年同四半期増減比(％)

(平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで)

322 △5.6

　

③販売実績

    当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメント別に示せば次のとおりであります。

セグメントの名称 売上高(百万円) 前年同四半期増減比(％)

　 倉庫業 8,046 5.4

　 港湾運送業 5,548 5.8

総合物流事業 陸上運送業 4,473 1.1

　 国際複合輸送業他 2,817 12.5

　 計 20,886 5.4

その他 294 3.3

合計 21,180 5.4

　
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績は、総合物流事業において、倉庫業では、期

中平均保管残高および入出庫にかかる取扱量は前年同四半期に比べ増加し、貨物回転率も改善しまし

た。港湾運送業では、四日市港における海上コンテナの取扱量が前年同四半期に比べ増加し、輸入原料

や自動車など主要品目の取扱量も前年同四半期に比べ増加しました。陸上運送業では、主力のトラック

輸送の取扱量は前年同四半期並みの推移となりましたが、環境に優しい物流として取り組んでいるバ

ルクコンテナ輸送の取扱量は前年同四半期に比べ増加しました。国際複合輸送業他では、海上輸送の取

扱量は輸出・輸入とも前年同四半期に比べ増加しました。このような状況により、総合物流事業全体の

売上は、前年同四半期比5.4％増の208億８千６百万円となりました。

その他につきましては、依然として厳しい環境下ではありましたが、業務の効率化や収支改善に努め

ました。

以上の結果、当第３四半期の連結売上高は、前年同四半期比5.4%増の211億８千万円となり、連結経常

利益は、前年同四半期比6.7％増の13億４千６百万円、連結四半期純利益は、前年同四半期比13.3％増の

８億７千６百万円となりました。

　
セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

①総合物流事業

総合物流事業全体の売上高は、前年同四半期比5.4％増の208億８千６百万円の計上となりました。

＜倉庫業＞

当部門では、期中平均保管残高は前年同四半期比2.7％増の43万９千トンとなり、貨物入出庫に係る

貨物取扱量は、前年同四半期比6.4％増の172万６千トンとなり、貨物回転率は65.5％(前年同四半期

63.2％)と改善しました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同四半期比5.4％増の80億４千６百万円となりました。

　
＜港湾運送業＞

当部門では、四日市港における海上コンテナの取扱本数は前年同四半期比2.7％増の５万本（20

フィート換算）となり、輸入原料や自動車の取扱いも堅調に推移したことから、全体的に取扱量が増加

しました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同四半期比5.8％増の55億４千８百万円となりました。

　
＜陸上運送業＞

当部門では、主力のトラック運送の取扱量は、前年同四半期比0.3％減の194万９千トンとなりました

が、バルクコンテナ輸送や鉄道利用運送の取扱いは増加し、陸上運送業全体の取扱量は、ほぼ前年同四

半期並みの204万２千トンとなりました。

以上の結果、当部門の売上高は、前年同四半期比1.1％増の44億７千３百万円となりました。
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＜国際複合輸送業他＞

当部門では、航空輸送における輸出入貨物の取扱量は前年同四半期比14.4％減の826トンとなりまし

たが、海上輸送における輸出入貨物の取扱量は前年同四半期比7.9％増の35万４千トンとなりました。

  以上の結果、当部門の売上高は、前年同四半期比12.5％増の28億１千７百万円となりました。

　
②その他

自動車整備業における車検取扱台数およびゴルフ場の入場者数は前年同四半期と比べ減少しました

が、建設業における完成工事件数は前年同四半期と比べ増加しました。

  以上の結果、当部門の売上高は、前年同四半期比3.3％増の２億９千４百万円となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、２億３千３百

万円の減少となり、前年同四半期の３億９百万円の減少と比べ、７千５百万円の支出減となりました。

　
＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

当第３四半期連結会計期間における資金の増加は４億４千４百万円であり、前年同四半期の４億１

千１百万円の増加に比べ、３千２百万円の収入増となりました。これは主に、法人税等の支払額が前年

同四半期に比べ増加したものの、売上債権の増加額が前年同四半期に比べ減少し、仕入債務の増加額も

前年同四半期に比べ増加した結果であります。

　
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

当第３四半期連結会計期間における資金の減少は２億２千４百万円であり、前年同四半期の４億９

千９百万円の減少に比べ、２億７千４百万円の支出減となりました。これは主に、有形及び無形固定資

産の取得による支出が前年同四半期に比べ減少した結果であります。

　
＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

当第３四半期連結会計期間における資金の減少は４億３千７百万円であり、前年同四半期の２億１

千２百万円の減少に比べ、２億２千４百万円の支出増となりました。これは主に、長期借入金の返済に

よる支出が前年同四半期に比べ減少したものの、長期借入れによる収入が無かった結果であります。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 67,142,417 67,142,417

名古屋証券取引所
(市場第一部)
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 67,142,417 67,142,417 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ― 67,142― 8,428 ― 6,544

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 2,323,000

― 単元株式数は1,000株であります。

(相互保有株式)
普通株式    24,000

― 同上

完全議決権株式(その他)
普通株式

64,316,000
64,316 同上

単元未満株式
普通株式

479,417
― ―

発行済株式総数 67,142,417― ―

総株主の議決権 ― 64,316 ―

(注)  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含ま

れております。
　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本トランスシティ株式
会社

三重県四日市市千歳町
６番地の６

2,323,000― 2,323,000 3.46

(相互保有株式)
四日市梱包株式会社

三重県三重郡川越町亀崎
新田下新田77番地の31

11,000― 11,000 0.02

多度開発株式会社
三重県桑名市多度町古野
字木ノ元33番地の２

11,000― 11,000 0.02

高橋梱包運輸株式会社
神奈川県座間市入谷
四丁目2784番地の37

2,000 ― 2,000 0.00

計 ― 2,347,000― 2,347,000 3.50

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 311 324 296 270 272 278 276 265 297

最低(円) 281 271 265 255 249 261 236 223 261

(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（グループ事務統括部長）

取締役
（グループ事務推進室長）

小菅  能正 平成22年７月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)および前第３四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期

間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)および前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期

連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けております「あずさ監査法人」は、監査法人の種類変更により、平

成22年７月１日をもって「有限責任 あずさ監査法人」となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,489 11,273

受取手形及び営業未収金 ※2
 13,863 12,277

たな卸資産 99 96

その他 2,103 1,813

貸倒引当金 △23 △23

流動資産合計 26,533 25,436

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 15,428 16,211

土地 29,828 29,828

その他（純額） 3,541 3,847

有形固定資産合計 ※1
 48,798

※1
 49,887

無形固定資産 637 588

投資その他の資産

投資有価証券 9,476 9,665

その他 3,417 2,984

貸倒引当金 △15 △16

投資その他の資産合計 12,878 12,633

固定資産合計 62,313 63,109

資産合計 88,847 88,546

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 ※2
 7,517 6,995

短期借入金 3,951 4,058

1年内返済予定の長期借入金 925 3,598

未払法人税等 685 844

賞与引当金 494 1,001

その他 ※2
 2,480 2,080

流動負債合計 16,054 18,578

固定負債

長期借入金 23,140 21,220

再評価に係る繰延税金負債 5,280 5,280

退職給付引当金 1,799 1,852

役員退職慰労引当金 38 42

長期預り保証金 3,836 3,934

負ののれん 38 55

その他 1,207 1,367

固定負債合計 35,340 33,754

負債合計 51,395 52,333
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,428 8,428

資本剰余金 6,733 6,734

利益剰余金 24,060 22,457

自己株式 △999 △943

株主資本合計 38,222 36,676

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 323 642

土地再評価差額金 △2,018 △2,018

為替換算調整勘定 △137 △110

評価・換算差額等合計 △1,832 △1,486

少数株主持分 1,062 1,022

純資産合計 37,451 36,212

負債純資産合計 88,847 88,546
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 57,123 61,149

売上原価 50,342 53,888

売上総利益 6,780 7,260

販売費及び一般管理費 ※１
 4,106

※１
 3,998

営業利益 2,674 3,262

営業外収益

受取利息 22 13

受取配当金 114 120

持分法による投資利益 239 453

その他 112 80

営業外収益合計 488 667

営業外費用

支払利息 289 286

その他 73 80

営業外費用合計 363 366

経常利益 2,800 3,563

特別利益

固定資産処分益 8 15

負ののれん発生益 － 7

その他 － 0

特別利益合計 8 23

特別損失

固定資産処分損 33 44

投資有価証券評価損 － 59

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 46

その他 － 14

特別損失合計 33 165

税金等調整前四半期純利益 2,776 3,421

法人税等 ※２
 1,053

※２
 1,212

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,208

少数株主利益 20 54

四半期純利益 1,701 2,154
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 20,098 21,180

売上原価 17,584 18,681

売上総利益 2,513 2,499

販売費及び一般管理費 ※１
 1,322

※１
 1,301

営業利益 1,190 1,197

営業外収益

受取利息 7 3

受取配当金 41 45

持分法による投資利益 82 188

その他 70 25

営業外収益合計 201 263

営業外費用

支払利息 100 94

その他 29 20

営業外費用合計 130 115

経常利益 1,262 1,346

特別利益

固定資産処分益 1 3

特別利益合計 1 3

特別損失

固定資産処分損 5 3

関係会社株式評価損 － 10

その他 － 1

特別損失合計 5 16

税金等調整前四半期純利益 1,258 1,334

法人税等 ※２
 468

※２
 435

少数株主損益調整前四半期純利益 － 898

少数株主利益 15 21

四半期純利益 774 876
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,776 3,421

減価償却費 2,312 2,140

賞与引当金の増減額（△は減少） △604 △507

退職給付引当金の増減額（△は減少） △74 △53

前払年金費用の増減額（△は増加） △257 △349

受取利息及び受取配当金 △137 △134

支払利息 289 286

売上債権の増減額（△は増加） △2,689 △1,624

仕入債務の増減額（△は減少） 1,070 479

未払消費税等の増減額（△は減少） 224 △187

その他 △327 △360

小計 2,581 3,110

利息及び配当金の受取額 178 217

利息の支払額 △223 △222

法人税等の支払額 △330 △1,338

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,205 1,768

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △179 △80

定期預金の払戻による収入 38 14

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,180 △914

その他 △180 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,502 △1,040

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 90 △106

長期借入れによる収入 2,000 2,500

長期借入金の返済による支出 △1,105 △3,253

社債の償還による支出 △1,500 －

自己株式の取得による支出 △2 △59

配当金の支払額 △552 △551

その他 △54 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,124 △1,551

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 △24

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △394 △849

現金及び現金同等物の期首残高 10,701 10,877

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 10,307

※１
 10,028
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

１  会計処理基準に関する事項の変更

(イ)「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号  平成20年３月10日公
表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号  平成20年
３月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

(ロ)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月
31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３
月31日)を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益および経常利益に与える影響は軽微であり、税金等調
整前四半期純利益は48百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動
額は69百万円であります。

(ハ)「企業結合に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成20年12月26
日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）および「企業結合
会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成20年12月26日)
を適用しております。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等

の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用により、当第３四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

１  たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地

たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ簿価切下げを行う方

法を採用しております。

２  固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法を

採用しております。

３  繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められる場合は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年12月31日)

１  税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額  48,156百万円※１  有形固定資産の減価償却累計額  46,269百万円

※２  期末日満期手形 ─────

四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の
休日であったため、次の満期手形が四半期連結会計
期間末日の残高に含まれております。
受取手形 68百万円
支払手形 78百万円
流動負債その他

18百万円
（設備支払手形）

　

３  偶発債務

以下の会社等の銀行借入金について下記金額の保
証を行っております。
（内保証予約）
四日市港国際物流センター株式会社

　 337百万円(337百万円)

株式会社四日市ミート・センター

　 112百万円(─百万円)

四日市コンテナターミナル株式会社
　 359百万円(359百万円)

従業員の銀行借入金について下記金額の保証を
行っております。
従業員（住宅資金） 5百万円

３  偶発債務

以下の会社等の銀行借入金について下記金額の保
証を行っております。
（内保証予約）
四日市港国際物流センター株式会社

　 476百万円(450百万円)
株式会社四日市ミート・センター

　 125百万円(─百万円)
四日市コンテナターミナル株式会社

　 386百万円(386百万円)
従業員の銀行借入金について下記金額の保証を
行っております。
従業員（住宅資金） 6百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 1,939百万円

賞与引当金繰入額 119百万円

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 1,928百万円

賞与引当金繰入額 108百万円

※２  当第３四半期連結累計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処

理を採用しているため、法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しております。

※２  同左

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 548百万円

賞与引当金繰入額 119百万円

※１  販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 572百万円

賞与引当金繰入額 108百万円

※２  当第３四半期連結会計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処

理を採用しているため、法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しております。

※２  同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金及び預金 10,697百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △389百万円

現金及び現金同等物 10,307百万円

※１  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間

末残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 10,489百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △461百万円

現金及び現金同等物 10,028百万円

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自  平成22年４月

１日  至  平成22年12月31日）

　

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 67,142,417

　
　
２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,395,246

　
　
３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
　
４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 292 4.50平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 259 4.00平成22年９月30日 平成22年12月３日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
総合物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,813 285 20,098 ― 20,098　

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6 234 240 (240) ― 　

計 19,819 519 20,339 (240) 20,098　

営業利益 1,138 42 1,180 9 1,190　

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)
　

　
総合物流事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

56,298 824 57,123 ― 57,123

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

18 684 702 (702) ―

計 56,317 1,508 57,825 (702) 57,123

営業利益 2,562 82 2,644 29 2,674

(注)  １  事業区分の方法

事業区分の方法は役務別売上集計区分によっております。

２  各事業区分の主要役務

(1) 総合物流事業

倉庫業、港湾運送業、陸上運送業、国際複合輸送業およびその他物流関連業務

(2) その他の事業

不動産業、建設業、損害保険代理店、自動車整備、ゴルフ場等

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)および前第３四半期連結累

計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

全セグメントの売上高に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。
　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)および前第３四半期連結累

計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社および連結子会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。

当社グループは、「倉庫」「港湾運送」「陸上運送」「国際複合輸送他」からなる総合物流事業を主た

る事業として展開しております。

したがって、当社グループは、「総合物流事業」を報告セグメントとしております。

　

２  報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント その他
（百万円）
（注）１

合計
（百万円）

調整額
（百万円）
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）
（注）３

総合物流事業
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 60,335 813 61,149 ─ 61,149

セグメント間の内部売上高
又は振替高

18 815 834 △834 ─

計 60,353 1,629 61,983 △834 61,149

セグメント利益 3,156 105 3,262 0 3,262

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去０百万円であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　

報告セグメント その他
（百万円）
（注）１

合計
（百万円）

調整額
（百万円）
（注）２

四半期連結損益
計算書計上額
（百万円）
（注）３

総合物流事業
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 20,886 294 21,180 ─ 21,180

セグメント間の内部売上高
又は振替高

6 276 282 △282 ─

計 20,892 570 21,463 △282 21,180

セグメント利益 1,152 36 1,188 9 1,197

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産業・建設業・損害保険代理

店・自動車整備・ゴルフ場等を含んでおります。

２  セグメント利益の調整額９百万円は、セグメント間取引消去９百万円であります。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21

年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  

平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

562円03銭 541円70銭

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 37,451 36,212

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

1,062 1,022

（うち少数株主持分） 1,062 1,022

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会
計年度末）の純資産額（百万円）

36,389 35,190

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

64,747 64,963

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間
　

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 26円20銭
　

１株当たり四半期純利益金額 33円20銭

(注) 1  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(百万円) 1,701 2,154

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,701 2,154

普通株式の期中平均株式数(千株) 64,967 64,890

　
第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 11円92銭
　

１株当たり四半期純利益金額 13円53銭
　

(注) 1  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

2  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
  至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日 
  至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益(百万円) 774 876

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 774 876

普通株式の期中平均株式数(千株) 64,964 64,791
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２ 【その他】

平成22年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1)中間配当金の総額 259,276千円

(2)中間配当金の１株当たりの額 ４円

(3)支払請求の効力発生日および支払開始日 平成22年12月３日

(注)平成22年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し支払を行っております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年２月５日

日本トランスシティ株式会社

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    永    田    昭    夫    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    山      田        順    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥    谷    浩    之    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

トランスシティ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トランスシティ株式会社及び連結子会社

の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
　

EDINET提出書類

日本トランスシティ株式会社(E04289)

四半期報告書

27/28



独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年２月７日

日本トランスシティ株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    田          順    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    奥    谷    浩    之    印
　

　 　 　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

トランスシティ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トランスシティ株式会社及び連結子会社

の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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